特記仕様書
１　業務名　　安城市役所窓口サービス改善支援業務
２　履行期間　契約締結日の翌日から平成２７月１０月９日まで
　　　　　　　ただし、６（１）現況調査について３月中に着手すること。
３　業務場所　安城市桜町１８番２３号　安城市役所及び受注者所在地
４　業務の概成納期
「概成納期」とは、業務から得られた情報を想定して総合的な調整を行なう上で、関連事項も含めた業務が支障のない程度まで完成しているべき期限をいう。
（１）契約締結日の翌日から１０日以内
受注者は、「６業務内容（１）」についての業務計画書及び実施体制表を提出し、発注者の承諾を得ること。
（２）契約締結日の翌日から１４日以内
　　　受注者は、本業務全般の業務計画書及び実施体制表を提出し、発注者の承諾を得ること。
（３）平成２７年６月３０日（火）
庁舎の基本レイアウトに関する中間報告書の提出及び中間報告会の主催
（４）平成２７年９月２４日（木）
　　　完了報告書（概要版及びフローシート等）の提出及び完了報告会の主催
　　※概要版及びフローシートの概要説明は、「９成果物（６）」による。
（５）平成２７年１０月１日（木）
　　　成果物の提出　※完了報告会から出された意見が反映されていること。
（６）平成２７年１０月１日（木）から１０月９日（金）の間（開庁日）
※具体的な日程等は、完了報告会開催後、協議のうえ決定する。
ア　成果物の内容説明及び発注者任命職員による確認時の立会い
　　イ　業務の完了を確認する検査の立会い
５　業務目的
　　待合ロビーの快適化と機能的なオフィスレイアウトを実現することにより、来庁者及び職員にとって、わかりやすく、快適で機能的なオフィス空間を創出し、市民サービスと行政サービスの向上に資することを目的とする。
また、次に掲げる３つのビジョンを目指して、より快適なオフィスづくりを進めるとともに、可能な限り省スペースと省コストを図るものとする。
・来庁者が好感をもち、市のイメージアップに貢献するオフィス
・安全で、快適・便利に働けるオフィス
・コミュニケーションを活性化できるオフィス
６　業務内容
（１）現況調査の実施
　※以下の業務は、受注者主体の業務とする。
　※以下の業務は、本業務の成果を最大限に引き出すための資料となること。
　ア　既存備品等の実地調査
※照明、電源コンセント・スイッチ等の建築設備及び主要な建築意匠を含む。
　イ　庁舎のレイアウト調査及びレイアウト図面の作成
※建築設備及び、主要な建築意匠も対象とする。
　ウ　来庁者の窓口利用状況、動線（交差・長さ・誘導・明快さ等）調査
調査項目の例として、①用件終了までの平均所要時間、②各窓口対応時間、③時間帯別利用者数及び④来庁者の用務先とその順番など８項目程度を５段階で評価し、簡素で効率的に業務目的を実現するための資料とする。
　エ　来庁者アンケート（事前調査）
調査項目の例として、①目的地までのわかりやすさ、②接客態度・言葉遣い、③順番待ち発券機の必要性及び④用事が済むまでの時間など８項目程度、５段階で評価、属性及び自由意見と併せて調査すること。
　オ　職員動線調査
　カ　職員アンケート（事前調査）
　①オフィスの機能性、②インテリアの調和、③デスク廻りの環境及び④疲労を感じない環境等を調査項目の例として８項目程度、５段階評価し、属性及び自由意見と併せて調査すること。
　キ　収納量調査　※現状の書類量を含む
　ク　類似・先進事例調査研究
①名古屋市東区、②名古屋市瑞穂区及び③幸田町のオフィス改善を参考に、オフィス改革も含めた先進事例を、発注者に照会した後、具体的に調査研究を行い、知り得た情報を報告するもので本業務に対し、一定の成果を納めるために行うものとする。（愛知県内に限定しない）
　ケ　来庁者アンケート（事後調査）
　コ　職員アンケート（事後調査）
※上記、ケ及びコの事項については、アンケート形式作成のみ（配布回収作業を除く）とし、マネジメント・サイクルを回すために、改善実施後３か月程度が経過した後、満足度等がどのように変化したかをアンケートにより検証し、改善等の見直し等に活用する（事後調査）資料とする。
※本市では来庁者に対して行われる「お客さま満足度アンケート」を、毎年１２月ころ実施していることから、内容や時期には注意が必要である。
（２）窓口サービス改善の検討に係る運営支援
　※以下の業務は、発注者の主体業務であるが、受注者として支援すること。
　ア　検討会議、打合せ等への出席、助言（月１～２回程度）
　イ　窓口改善に係る各種相談への対応（随時）
（３）レイアウト基準の作成
　ア　現況調査の分析に基づく課題や改善策の提示
　イ　エリア別のレイアウト基準の作成
　ウ　レイアウト基準に基づく基本レイアウト図面の作成
（４）案内表示（サイン・ピクトグラム）等の計画
ア　空間（色彩・照明計画等の建築化計画）形成の企画・提案
イ　サイン・ピクトグラムの配置（設置）計画の提示
ウ　総合案内・受付案内、階案内サインの改善計画の提示
エ　通路・廊下、課名及びトイレ等の案内サインの改善計画の提示
オ　表示形式（天井吊り、張出し及び面付け等）の改善計画の提示
（５）備品類の整備計画の提示
※コスト管理の視点（三つの視点）で計画を遂行すること。
「コスト」とは、イニシャル・ランニング・ライフサイクルコストをいう。
　ア　新規備品類の購入計画・概要の作成
　イ　新規購入備品及び既存備品を組み込んだ基本レイアウトの作成
７　業務対象及び実施要件
本業務の対象は、安城市本庁舎及び北庁舎の１階フロアを主とする。
なお、常に市庁舎全体の課題にも考慮しながら業務を遂行する。
【市庁舎建物構造・規模】
（本庁舎）構　　造　　鉄骨鉄筋コンクリート造
階数　　地上３階（Ｐ１階）、地下１階
１階床面積　１，５３８．３２５㎡
床面積合計　５，１６８．８１３㎡
（北庁舎）構　　造　　鉄骨鉄筋コンクリート造
階数　　地上７階（Ｐ２階）、地下１階
１階床面積　１，１０１．８７８㎡
　　床面積合計　８，３９８．２７４㎡
８　実施方法
（１）本業務の実施に当たっては、業務計画書を元に発注者と常に協議し、役割分担等を明確にし、効率的な業務の遂行に努めること。
（２）本業務における安全・衛生対策については、関係諸法令を遵守すること。また、安全及び環境にも配慮すること。
（３）調査等に必要な仮設資機材等に係る諸費用の負担は本業務の範囲とする。
（４）本仕様に定めのない事項について疑義が生じた場合は、発注者と受注者と協議のうえ、業務を遂行するものとする。
（５）受注者が企画提案を行なった項目やヒアリング内容等については、発注者と協議のうえ、完了図書等に加筆すること。
（６）発注者が指示した事項については、受注者は更に詳細な業務計画に係る資料を提出しなければならない。
（７）受注者は、調査（作業）中は、身分を証明できるものを携帯すること。
（８）受注者は、調査（作業）中は、来庁者等に注意を払い、安全に業務を遂行すること。
（９）受注者は、業務の円滑な推進を前提に、常に密接な連絡を取り、定められた期間内に業務を完了すること。
（１０）受注者は、事前に施設管理者及び施設所管課と日程調整を行うなど、発注者の意向を踏まえ、調査実施日等を決定すること。
（１１）受注者は、円滑に業務を遂行するため、毎月５日（閉庁日は前日）に、前月分の契約の履行について発注者に報告すること。
９　成果物
（１）現況調査結果報告書
　ア　備品等の調査結果リスト表
　イ　庁舎のレイアウト図
　ウ　来庁者の窓口利用状況、動線調査結果報告書
　エ　来庁者アンケート（事前調査）結果報告書
　オ　職員動線調査結果報告書
　カ　職員アンケート（事前調査）結果報告書
　キ　収納量調査結果報告書
　ク　類似先進事例調査研究結果報告書
　ケ　来庁者アンケート（事後調査）資料
　コ　職員アンケート（事後調査）資料
（２）会議録などの提出
ア　会議録　※その都度提出（成果物にも綴じること）
イ　相談・経緯記録　※その都度提出（成果物にも綴じること）
（３）庁舎の基本レイアウトに関する報告書
ア　レイアウト基準書
イ　庁舎の基本レイアウト図書
ウ　イメージ図「各内観図２面程度（来庁者目線・職員目線）」
※現況は、写真に替えることができる。描画矢視は、現況と改善後を対比、作成前には発注者の承諾を得ること。
（４）案内表示（サイン・ピクトグラム）等の計画書
ア　空間（色彩・照明計画等の建築化計画）形成の企画・提案書
イ　サイン・ピクトグラムの配置（設置）計画書
ウ　総合案内・受付案内、階案内サインの改善計画書
エ　通路・廊下、課名及びトイレ等の案内サインの改善計画書
オ　表示形式（天井吊り、張出し及び面付け等）の改善計画書
（５）備品類の整備計画書
　ア　新規購入備品リスト表
　イ　購入仕様書
　ウ　転用可能備品リスト表　※転用先を明示する。
　エ　廃棄備品リスト表　※現況及び改善後を基本レイアウト図で対比する。
　オ　備品類の概算予算書　※新規・廃棄（小運搬、積込輸送及び処分費など）・転用に係る予算とすること。
カ　両庁舎内若しくは庁外施設等に転用する際の引越し委託料の算出。
キ　実際の改善業務時における大型備品等の移動や一時保管（基本的には、庁舎内保管はできないものとする）場所の提示や係る諸費用の算出。
（６）業務全体の論点・要点を簡素に取りまとめた報告書（「概要版」という。）及び、業務全体の流れがわかり、今後の改善関係の実施設計及び工事の手順等を取りまとめた報告書（「フローシート」という。）を併せて納入する。
（７）「６業務内容」に則した各種結果報告書等として取りまとめ、納入すること。なお、詳細については協議のうえ決定する。
（８）窓口の運用・体制整備に係る資料をはじめ、受注者が、業務を実施するに当たり、適用すべき基準・図書等は、次のとおり取り扱うものとする。
ア　発注者に提案した後、承諾を得なければならない。
イ　計画等に使用した理論、文献並びにその過程を明記し、成果物に併せて添付しなければならない。
ウ　特殊な材料及び製品等を採用しようとする場合は、あらかじめ発注者と協議し、承諾を得なければならない。
（９）「成果物一覧」を添えて、電子納入する。
（１０）提出方法は、Ａ４版パイプ式ファイルに納めた出力データ各２部及び電子媒体（ＤＶＤ等）１部にて納入すること。
（１１）納入する電子媒体のファイル形式は、各図面作成ソフト（ Auto CAD LT ）以外は汎用ソフトを使用し、業務計画立案・作成時に協議し、発注者の承諾を得ること。
（１２）電子成果物の全部又は一部が、１枚のＤＶＤに納まらない場合であっても、データを圧縮することのないように複数の媒体により納入すること。
（１３）電子成果物の納入においては、専用ケース収納ファイル（プロテクトファイル）にて、Ａ４版パイプ式ファイルに納めること。
（１４）Ａ４版パイプ式ファイルは、片開き・２穴・Ａ４縦・綴じ厚５０mmにて成果物を複製し納入すること。（ファイルの分冊は構わない。）
（１５）その他、発注者との協議において必要とされたものについても、成果物として納入すること。
（１６）「業務内容・成果物一覧（早見）表」は、特記仕様書の追補とする。
（１７）検査及び引渡し（成果物の納入時期）
別途協議のうえ決定する。ただし、履行期間内とする。
１０　再委託
（１）受注者は、契約書の規定により、業務における総合的な企画及び判断並びに業務遂行管理部分を第三者に再委託してはならない。
（２）受注者は、前号に規定する業務及び簡易な業務を除く業務の一部を再委託するに当たっては、当該業務の遂行能力を有する者の中から選定しなければならない。
（３）受注者は、業務を再委託する場合は、委託した業務の内容を記した書面により事前に申請し発注者の承諾を得なければならない。なお、再委託者（以下「協力者」という。）が本市の建設コンサルタント業務等競争入札参加有資格者である場合は、参加資格停止期間中であってはならない。
（４）受注者は、再委託する場合は、協力者の業務執行体制、経歴等を発注者に提出しなければならない。
（５）受注者は、協力者が再委託を行うなど複数の段階で第三者に再委託を行うときは、相手方の住所、氏名及び業務の範囲を記載した書面を更に詳細な業務計画に係る資料として、事前に発注者に申請し、発注者の承諾を得なければならない。
（６）受注者は、協力者に対して、業務の実施について適切な指導及び管理を実施しなければならない。
（７）受注者は、コピー、ワープロ、印刷、製本等の簡易な業務を第三者に再委託する場合は、発注者の承諾を得なくともよい。ただし、相手方の住所、氏名及び業務内容・範囲等を記載した書面を、更に詳細な業務計画に係る資料として、発注者に提出しなければならない。
１１　管理技術者等
（１）受注者は、業務における管理技術者等を定め、実務経験経歴を併せ、遅滞なく発注者に通知しなければならない。
（２）管理技術者等は、業務の適切な遂行に努めなければならない。
１２　資料の貸与等
（１）受注者は、業務対象の竣工図等、その他業務に必要な資料で発注者が貸与可能と判断したものについては、発注者から借り受けることができる。
（２）受注者は、破損、盗難、情報の漏えい等の防止のために善良なる管理者の注意をもってこれらを使用し、及び管理し、貸与期間終了後直ちに発注者に返還又は発注者の指示に従った処置を行うものとする。
（３）受注者は、提供を受けた情報を、発注者の書面による事前の承認なくして複製し、改変し、又は本件作業場所から持ち出してはならない。
（４）受注者の故意又は過失により貸与物等に損害を与えた場合、受注者は、それを修繕する費用を含む一切の損害を賠償するものとする。
（５）契約締結後に予定している資料の貸与は次のとおり。
　　ア　本庁舎及び北庁舎１階平面図及び電子データ
イ　平成２６年度の組織機構図及び人員配置等
（６）受注者は、発注者以外の関係者等と本件に関連した打ち合わせを行った場合は、その内容について書面に記録し、発注者に報告しなければならない。
１３　環境配慮関係（補足事項）
環境に配慮する事項は次のとおり。なお、受注者がＩＳＯ１４００１の認証を取得している場合は、認証取得時の配慮事項を尊重する。
・報告書の用紙は再生紙を使用するように努める。
・報告書の作成部数を削減するように努める。
・報告書の内容及び構成を検討してページ数を減らすように努める。
・報告書を電子情報で管理し、紙の使用量を削減するように努める。
・報告資料及び会議等の開催時は、電子データによるように努める。
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	※事後の調査・評価の資料となる

	
	職員アンケート（事後調査）
	８項目程度・５段階評価、総合評価
	職員アンケート（事後調査）資料（様式）
	※事前の調査内容と整合させること

	窓口サービス改善の検討に係る運営支援
	発注者主体業務

	
	検討会議、打合せ等への参加
	月１～２回程度（予定）
	会議録
	その都度、報告・承諾を得ること。

	
	窓口改善に係る各種相談への対応
	随時
	相談・経緯記録
	

	レイアウト基準の作成
	受注者主体業務

	
	現況調査の分析に基づく課題や改善策の提示
	
	レイアウト基準書
	分析結果に基づき課題及び改善策を提示

	
	エリア別のレイアウト基準の作成
	
	庁舎の基本レイアウト図書
	庁舎とは、本庁舎、北庁舎を示す。

	
	レイアウト基準に基づく基本レイアウト図面の作成
	現況は写真に替えることができる。
改善前後の対比が可能なもの。
	イメージ図（現況と改善後）
	①内観パース「来庁者矢視（目線）：２面」
②内観パース「職員矢視（目線）：２面」

	案内表示（サイン・ピクトグラム）等の計画
	受注者主体業務

	
	空間（色彩・照明計画等の建築化計画）形成の企画・提案
	
	企画・提案書
	床の凹凸改善策の提案を含む建築化計画

	
	サイン・ピクトグラムの配置（設置）計画の提示
	
	計画書
	

	
	総合案内・受付案内、階案内サインの改善計画の提示
	
	改善計画書
	

	
	通路・廊下、課名及びトイレ等の案内サインの改善計画の提示
	
	改善計画書
	

	
	表示形式（天井吊り、張出し及び面付け等）の改善計画の提示
	
	改善計画書
	

	備品類の整備計画の提示
	受注者主体業務・コスト管理の三つの視点

	
	新規備品類の購入計画・概要の作成
	
	新規購入備品リスト表
購入仕様書
転用可能備品リスト表
廃棄備品リスト表
備品類の概算予算書
	※成果物としての例示を示す
・転用、廃棄までの一切を予算書とすること。
・新規購入備品等の見積金額は、３者（メーカー）以上徴収し、決定すること。

	
	新規購入備品及び既存備品を組み込んだ基本レイアウトの作成
	
	基本レイアウト図表
	諸元（表）を加えること

	概要版・フローシート「共通」
	受注者主体業務

	
	概要版の作成
	Ａ３版（両面）
	概要版
	完了報告会までに担当者の承諾を得ること

	
	フローシートの作成
	Ａ３版（片面）
	フローシート
	

	【特記事項】その他、協議において必要とされたものを含め、ファイル内容と電子内容が一致していることを確認し納入すること。



（別 紙）
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A3ｻｲｽﾞをA4ｻｲｽﾞに縮小印刷
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